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４．原子力災害の教訓・知見を継承、世界に発信するための情報発信拠点 

（アーカイブ拠点） 

（１）基本的な方向性 

・原子力災害は、未曾有の複合型災害であり、その経験と教訓を次世代に継承し、世界

と共有することが必要である。震災、原子力災害の実態と復興への取組を正しく伝え、

教訓として国を越え世代を超えて継承・共有していくためには、記録や資料の収集・

保存、調査・研究、情報発信・展示、教育・交流・人材育成の機能を有する拠点が必

要である。このため、原子力災害の教訓、知見を継承、世界に発信するための情報発

信拠点（アーカイブ拠点）の構築が必要である。 

 

（２）情報発信拠点のイメージ（福島県近藤委員説明資料より抜粋） 

・原子力災害からの復興にあたっては、長期的な対応を余儀なくされることから、世代

を超えてＦＵＫＵＳＨＩＭＡに心を寄せ現状を理解する人材や企業を確保すること

が不可欠である。そのためには、国内外の多様な世代に対して、廃炉の取組や研究の

動き、災害の経験・教訓・経緯などを、整理・調査してまとめ、わかりやすく発信す

ることが重要であり、また、こうしたことは、地震・津波・原子力災害という未曾有

の複合災害に見舞われ廃炉に取り組む日本の責務でもある。 

・これらに取り組むため、記録や資料の収集・保存、調査・研究、情報発信・展示、教

育・交流・人材育成、地域の歴史・文化の継承の機能を有する拠点（情報発信拠点）

が必要である。情報発信拠点の具体的なミッションとしては、（ⅰ）情報発信・展示・

交流（展示・交流エリア）、（ⅱ）記録や資料の収集・保存（資料エリア）、（ⅲ）調査・

研究（研究エリア）を持たせていく。 

 

① 情報発信・展示・交流（展示・交流エリア） 

  ・世界に向けてＦＵＫＵＳＨＩＭＡの記憶と記録、「現在」と「未来」をわかりやすく    

発信し、ＦＵＫＵＳＨＩＭＡに心を寄せ現状を理解する人材や企業を、世代を超えて

広げていく。廃炉の研究や取組の現状、原子力災害による避難の状況や県民の暮らし

の実態、震災・津波災害の状況等を、疑似体験も含めて来館者が頭で理解し肌で感じ

られるようにし、広島や長崎のように、国内外からの観光客や修学旅行・教育旅行・

企業研修生が訪れる場としていく。 

 

② 記録や資料の収集・保存（資料エリア） 

  ・世界初の甚大な複合災害による史上類を見ない遺構や遺物、文書・映像等を保存して   

散逸を抑制し、後世へ継承・保存する。 
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③ 調査・研究（研究エリア） 

・全世界でＦＵＫＵＳＨＩＭＡにしかない収集資料に集う研究者に調査・研究する場を

提供する。また、関連する研究会やシンポジウムを開催し、研究成果を国内外に発信・

拡散するとともに、全世界の災害研究・教育にも寄与していく。 

 

 

図２２：福島県近藤委員説明資料（１／２） 
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図２３：福島県近藤委員説明資料（２／２） 
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（３）情報発信拠点の構築に向けたその他の動き 

・東日本大震災ならびに、東京電力福島第一原子力発電所の事故、同発電所の廃炉作業

等に係るアーカイブについては、すでに各種団体、企業等により整備・検討が進めら

れている取組もあり、情報発信拠点との連携、機能分担も検討する必要がある。主な

取組については、以下のとおりである。 

 

① ＪＡＥＡの取組 

  ・ＪＡＥＡは、国内外の原子力の安全研究に関する技術資料を収集しており、事故発生 

直後の平成２３年４月に「３.１１原子力事故参考文献情報」サイトを立ち上げて、

ＪＡＥＡの研究成果を含む約２万４千件の文献情報を発信している。また、国立国会

図書館と連携し、国、東電が発信するインターネット情報（約５万件）を国際原子力

機関（ＩＡＥＡ）の原子力事故情報分類に従って整理し、「福島原子力事故関連情報

アーカイブ（ＪＡＥＡアーカイブ）」として発信している。このＪＡＥＡアーカイブ

は平成２６年６月に運用を開始し、平成２７年２月末現在、約５９０万件のアクセス

がある。 

・ＪＡＥＡでは、保有する知財、供用施設、研究人材等の情報をアーカイブに追加する

予定である。国内外の関係機関と連携し、各機関の研究成果等の情報を段階的に追加

するなど機能強化を図る計画である。 

図２４：ＪＡＥＡが計画するアーカイブの概要 

 



  

50 
 

② 東京電力の取組 

  ・東京電力では、東京電力福島第一原子力発電所における事故の状況、同発電所の廃炉

作業の進捗状況や将来的な見通し等に係る内容を発信する目的で「福島原子力事故・

廃炉資料館（仮称）」の整備を検討している。 

・原子力災害の経験と教訓を広く国内外に継承、共有する取組の一環として、東京電力

には、原子力発電所における事故に係る情報が散逸、消失することなく管理・発信す

る役割を果たすことが求められる。 

・さらに、浜通り地域に帰還する住民や、新たに移り住む住民が、安心して生活を営む

ためには、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉作業の主体である東京電力が、作業

を安全かつ着実に進めるとともに、その進捗状況を広く伝えていくことが重要と考え

られる。 

・東京電力は、「福島原子力事故・廃炉資料館（仮称）」の検討を着実に進めると同時に、

情報発信拠点へも積極的に協力し、密接に連携していくことが期待される。 

 

図２５：（参考）「福島原子力事故・廃炉資料館（仮称）」のイメージ 

（第４回検討会 東京電力 石崎委員説明資料から抜粋） 
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③ 会津大学の取組 

・原子力災害の教訓・知見を継承し、世界に発信するための情報発信拠点（アーカイブ

拠点）の整備に関し、地元のＩＣＴ専門の大学として、以下の視点からの貢献が考え

られる。 

・震災前の避難地域の状況や震災後の厳しい状況に関する映像や写真など、収集した震

災関連資料の整理・保存について、ＩＣＴを活用し個人情報に配慮した画像処理や検

索機能を付加する。 

・会津大学先端ＩＣＴラボにおいて、震災関連データをビッグデータとして蓄積し、新

たな震災関連研究に生かすとともに、分析により分かりやすく発信するための工夫を

する。 

図２６：震災アーカイブ事業における会津大学の役割について 

                   （会津大学資料提供） 

 

 

 

  



  

52 
 

（１）阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター（神戸市） 
 

・神戸市の「阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター」では、震災の経験と教訓を

学び、これからの防災・減災の知識を身につけることができるフロア構成になっており、

子どもたちに伝えることを主眼に展示を構成している。 

・延床面積１８,７５５ｍ２の規模で、国が約３０億円、兵庫県が約９０億円の予算で整備。

・事業主体は兵庫県、指定管理者は公益財団法人ひょうご震災記念２１世紀研究機構（兵

庫県（１１.８％） 及び１２市が基本財産を出捐）。 

・平成２５年度の指定管理料収入は約５.６億円。補助金等収入が８８%を占めている。 

・平成２５年度の利用者数は約５０万人で、小中学生が半数を占める。 

 

図１：人と防災未来センターのフロアガイドマップ 

 

出典：人と防災未来センター

http://www.dri.ne.jp

 

 

★コラム  情報発信拠点の事例① 
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（２）中越メモリアル回廊（新潟県） 
・新潟県の「中越メモリアル回廊」では、長岡、小千谷、川口、山古志の４施設と３つの

メモリアルパークを結び、地域全体を情報の保管庫としている。観光拠点を組合せたモ

デルルートも複数紹介している。 

・プロジェクションマッピングを用いた地形模型シアター（山古志）、航空写真と iPad の

画面を重ね合わせて資料を表示するなど、情報技術を活用した展示の工夫も見られる。 

・写真等の記録の収集保存や、図書スペース、交流スペース、多目的ホールや調理実習室

の設置、災害シンポジウムの開催等も行っている。 

・施設規模は山古志１,００８ｍ２, 長岡７００ｍ２, 小千谷６６０ｍ２, 川口１６２ｍ２と

各施設は小規模。 

・整備費と１５年間の維持費を含めて約２８億円。うち約１９億円を新潟県中越大震災復

興基金から助成し、公益社団法人中越防災安全推進機構が定額補助を行うとともに、将

来的に長岡市、小千谷市も事業費を負担。 

・事業主体は中越メモリアル回廊推進協議会（長岡市・小千谷市・中越防災安全推進機構）、

管理者は社団法人中越防災安全推進機構。 

・一般の入館は無料だが、研修・視察等には有料プログラムも提供。上記の基金からの補

助金が収入の９５％を占める。 

・平成２５年度の合計来館者数は２２,４４３人。県外来館者が５９％を占める。 

図１：中越メモリアル回廊の全体図 

 
                  出典：中越メモリアル回廊 

http://www.c-marugoto.jp/activities/index.html

★コラム  アーカイブ拠点の事例② 
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（４）今後の方向性 

・今後は、情報発信拠点のイメージの更なる具体化に向けて、福島県においても研究会

を立ち上げ、具体的な姿について検討を進めていく。また、国においても、平成２７

年度以降、イノベーション・コースト構想の具体化に向けての検討を行う中で、福島

県の検討結果の提案を受けるとともに、引き続き福島県や東京電力、その他関係者と

の連携や機能分担にも配慮しながら、情報発信拠点の具体化を図っていく。 

 

５．イノベーション・コースト構想関係拠点間や、福島県内外企業との連携等を担う 

  コーディネート機能の強化 

  ・国際産学連携拠点の参考となる北九州学術研究都市においては、（ⅰ）研究・教育機

能のコーディネート、（ⅱ）研究成果の実用化支援、（ⅲ）地域企業の新事業創出支援

の３つの役割を、公益財団法人の北九州産業学術推進機構（以下、「ＦＡＩＳ」とい

う。）が担っており、北九州学術研究都市における産学のコーディネート機能を果た

している。ＦＡＩＳの組織体制は、共同利用施設の運営管理と研究・教育機能のコー

ディネートを行う「キャンパス運営センター」と、産学共同研究の推進と研究成果の

企業への移転を推進する「産学連携統括センター」の大きく２つから構成されている。

また、ＦＡＩＳの収入の約８割は北九州市からの委託費・補助金で、北九州学術研究

都市の実質的な運営は北九州市が担う一方で、国等の競争的資金も積極的に活用し研

究を推進している。このような地域に密着した主体の存在が北九州学術研究都市内の

大学、研究機関、市内全域の企業との連携の強化、ひいてはイノベーションの創出に

大きく寄与している。 

・このような北九州学術研究都市におけるＦＡＩＳのような機関を参考に、福島県の浜

通り地域においても、イノベーション・コースト構想に関係する拠点間の連携、研究

成果の事業化や新事業創出（インキュベーション）等の実現のコーディネート機能を

担う、地域に密着した主体を構築していくことが必要である。このため、このような

主体の具体化に向けて、国と福島県において検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


